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１．はじめに
（１）平成24年度環境省行政事業レビュー
行政事業レビューは、「各府省自らが、自律的に、概算要求前の段階において、原則すべての事業について、予算が最終的にどこに渡り（支出先）、何に使われたか（使途）という実態を把握し、これを国民に明らかにした上で、事業の内容や効果の点検を行い、その結果を予算の概算要求や執行等に反映させる取組」である。平成24年まで、「国まるごと仕分け」として実施され、平成25年度からは、「無駄の削減の観点だけでなく、より効果の高い事業に見直すとの観点で熟議型により議論を進める」方式に変更の上、継続して実施されている。

2012（平成24）年6月7日に実施された「平成24年度環境省行政事業レビュー（公開プロセス）」において、国際連合環境計画（UNEP）拠出金等（UNEPへの拠出、国際環境技術センター（IETC）への拠出、アジア太平洋地域事務所への拠出）がレビュー対象となった。
これらの拠出金の使途等に関して、第三者機関による見直し・改善を行う必要が指摘された。特に、大阪に設置されているIETCについては、IETCの事業が国内企業や技術革新、地元への利益に十分に寄与できているか、その改善の余地も含め確認の上、「廃止も含めた抜本的改善」が指摘された。
	＜評価者のコメント（IETCに関連する項目を抜粋）＞

◆過去、支出先の査定・評価を全く行っていない。今後も評価を行う姿勢が見られない。

◆大阪市の意向も踏まえ、今後の組織運営のあり方を抜本的に見直す。

◆IETCについては、効果について早急に検討し廃止とすべき。

◆IETCに関しては、外務省や大阪市と相談しながら、日本国内で維持し続けることの政治・経済的意義（国内企業の技術革新や利益に寄与しているか）を検討すべき。
◆拠出金の使途と効果が不明確なので、国民に説明できるように評価基準を定めて測定するようにしていただきたい。


（２）有識者委員会の設置
①設置目的
1. （1）に記述した行政事業レビューにおける評価者による指摘を受け、IETCに対する日本政府環境省からの拠出金の今後のあり方について検討するとともに、IETCの機能および組織に関する改善・見直しの方向について検討を行い、選択肢を整理し、今後に向けた具体的な提言を得ることを目指し、「UNEP/IETC拠出金に関する外部有識者委員会」を立ち上げた（事務局：一般財団法人地球・人間環境フォーラム）。
②構成

本委員会は、国際組織や環境に関する専門分野に精通した、以下8名の有識者及びオブザーバーにより構成する。
	◆検討委員（敬称略、五十音順）

井田　徹治
共同通信社編集局編集委員
小野川　和延
一般社団法人海外環境協力センター（OECC）特別参与
蟹江　憲史
東京工業大学准教授

酒井　伸一
京都大学環境保全センター教授

日比　保史
一般社団法人コンサベーション・インターナショナル・ジャパン代表理事
平石　尹彦
公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）上級コンサルタント、元国連環境計画（UNEP）局長
藤原　幸則
公益社団法人関西経済連合会理事

盛岡　通（座長）
関西大学環境都市工学部教授

◆オブザーバー
外務省

大阪市

公益財団法人地球環境センター（GEC）

国連環境計画 国際環境技術センター(IETC)


２．委員会での議論
（１）第１回委員会

①開催概要

◆日時：2012年10月29日（月）13:30～16:00

◆会場：経済産業省別館1012会議室

②委員会での議論と要点

◆シュタイナーUNEP事務局長より挨拶

来日中のシュタイナーUNEP事務局長より挨拶があった。国連持続可能な開発会議（リオ+20）においてUNEPの機能強化が合意されるなど、UNEPが近年非常に注目を浴びていること、UNEPはIETCを重要だと認識しており、廃棄物管理のGlobal Centre of Excellenceとして展開させていくための措置を講じており、それは日本とビジョンの共有なしには実現し得ないと発言があった。
◆IETCの現状と課題

事務局より、IETC設立時の決定事項等概要、IETCへの拠出の流れや変遷、職員の配置、主要事業の概要を説明。ガブIETC所長より、IETCの現状と課題について発表が行われた。委員からは、IETCの活動分野、IETCからUNEP本体への報告の流れ、ファンドレージング、大阪にある利点、国際諮問委員会（IAB）に関する意見、質問等があった。
◆主要論点の提案

本検討を始めるに当たり、事務局より基本的な論点が以下の通り示された。

①日本がIETC をホストする意義は何か

日本に対する短期的、中・長期的メリット／国際社会に対する日本の貢献（南北間の技術移転の推進及び環境政策、技術の先進国としての知見の提供）

②これまでの活動の評価
日本政府とのコミュニケーション・貢献／地元（自治体、企業等）とのコミュニケーション・貢献／世界とのコミュニケーション・貢献

③「廃止も含めた抜本的改善」とは何か
拠出金の拠出方法と拠出額／IETC の任務（マンデート）の変更／IETC の機構改革／関連する機関・団体との連携
◆委員からの主な意見
IETCに関するオプション提案に向けたブレーンストーミングにより、自由闊達な議論が展開された。主として、①IETCの活動分野について、対象とする領域やUNEP全体の中での役割分担をいかに行うか、②IETCの構造について、意思決定プロセスやIAB開催手続き、予算確保をいかに実施するか、③IETCが大阪にあるメリットをどのように考えるかについての意見があった。
（２）第２回委員会

①開催概要

◆日時：2012年12月17日（月）13:30～17:30

◆会場：大阪マーチャンダイズ・マート（OMMビル）会議室　3号室
　　＊ヒアリングのため、パナソニック（株）及びダイキン工業（株）がオブザーバーとして参加
②委員会での議論と要点

◆IETCの現状と課題に関する関係者ヒアリング
IETCの現状と課題について、各主体から発表があった。IETCの知名度が低く、事業内容などが見え難い、地元との対話の場がほどんどない、などの課題はあるが、一方、民民での関係が確立していない途上国における橋渡しなど、民間では限界がある側面に期待する意見もあった。
大阪市からは今後の支援に関し、まちづくりなど総合的な支援をアジア各国で実施する予定である中、環境技術に関してIETCの活躍を期待する意見があった。また、外務省からは2年前の外務省における行政事業レビューの結果、及びその後の対応状況等について報告があった。環境省の廃棄物・リサイクル対策部からは、IETCの運営やIABの体制に関する課題や、成果の見える化などへの期待について、地球環境局からはIETCと環境行政との連携の可能性等について発表があった。
◆国際関連業務を扱う機関の課題

事務局より、国際業務を扱う他の機関の状況（主要な業務の内容、管理運営体制、政府・自治体等からの拠出、職員の配置等）について、運営管理の参考情報として、報告があった。
◆委員からの主な意見

様々な経緯を経てIETCの主要業務となっている廃棄物管理の対象をどのように考えるのか、グリーンエコノミーや気候変動の分野との関連、IETCとGECの役割分担、組織のマネジメント、国際機関としてのIETCを活用すること、外部との連携を進めることなどについて意見があった。また、国際業務を扱う他の機関の中で、コラボレーティングセンターが組織形態の参考になるのではないかとの意見があった。

IETCがこれまでに実施したプロジェクトの中で、特に途上国でインパクトが生まれたビジネスモデルを提示することにより、今後の方向性を決める参考にできることから、第3回委員会においてIETCから発表することとした。
（３）第３回委員会

①開催概要

◆日時：2013年1月24日（木）13:30～17:10

◆会場：中央合同庁舎5号館19階　共用第9会議室

②委員会での議論と要点

◆IETCにおける成功事例等について

藤原委員（欠席）からの意見について事務局から紹介した後、調査要請のあった、IETC事業の中で、途上国等においてインパクトが生じたビジネスモデルなどの成功事例についてIETCから発表された。

IETCは日本政府の拠出を受け「廃プラスチックからのディーゼル燃料精製による温室効果ガス削減プロジェクト」「エネルギー利用のためのバイオマス廃棄物プロジェクト」「電気電子機器廃棄物（e-waste）処理のための政策対話推進」「廃棄物管理に関するグローバルパートナーシップ（GPWM）」のような様々なプレーヤーが参加する事業を展開している他、国連から表彰を受けた「イラク南部湿原プロジェクト」等、他国から評価を受けている事案についても紹介があった。
◆国際関連機関、コラボレーティングセンターの仕組みについての調査の報告
第2回委員会において質問のあった、国際業務を行う機関やコラボレーティングセンターに関し情報収集した結果が事務局から報告された。UNEPの見解や人事について質問があり追加的に調査することとなった。
◆これまでの議論の整理について

これまでの議論を整理するために見取り図（①行政事業レビューの解釈、②IETCの活動領域の変遷と今後の基本的方向性、③UNEP組織全体からみる機能・役割、④地元の視点からIETCへの期待、⑤組織内における運営の課題、⑥組織のガバナンスに関する課題）を事務局から提示し、将来を考える際に考慮に入れる資料として活用することとした。
◆委員からの主な意見

組織形態など外形的なオプションとして、①IETCの組織形態を現状維持、②IETCをコアにして外部組織（コラボレーティングセンター（仮称CC）のような組織）を横に置く、③IETCを廃止し、事業を外部組織（CC）に移す――という案が提示された。また、活動分野については、廃棄物に特化するのか、気候変動、グリーン経済等も切り口にするのか、などについて議論があった。

（４）第４回委員会

①開催概要

◆日時：2013年3月14日（木）13:30～16:40

◆会場：中央合同庁舎5号館2階　共用第6会議室

②委員会での議論と要点

◆オプションの検討について

第3回委員会以降、メールベースで各委員からの提案を受け、事務局でとりまとめた7つの案（①廃止、②現状維持、③現状維持＋サポート機関の充実、④現状維持＋スコープの拡大、⑤サポート機関の強化＋スコープの拡大、⑥外部組織（コラボレーティングセンター等）との協働）、⑦外部組織（コラボレーティングセンター等）に機能を移し廃止）について、意見交換を行った。7つの案のうち、「廃止」「現状維持」「外部組織（コラボレーティングセンター）に機能を移してIETCは廃止」についてはデメリットが多く、また抜本的な見直しという点からも現状維持は妥当ではないと判断した。他のオプションについては、IETCの支援をさらに充実させていく具体的な方法を検討する。
◆活動のスコープについて
IETCの活動のスコープについては廃棄物管理に特化しつつも、気候変動、グリーン経済との関連の中で廃棄物を取り上げていくということは、幅広い地球環境問題への貢献を果たすことにもつながる。気候変動枠組条約（UNFCCC）で検討が進められている気候技術センターネットワーク（CTCN）や、短期寿命気候汚染物質削減のための気候と大気浄化のコアリション（CCAC）など、現在進行中の国際政策プロセスに関連させることで、IETCを通じた国際制度設計に関与し、また日本の産業にも成果を還元することが期待できるのではないかと意見があった。

外部組織、コラボレーティングセンターのあり方についての議論は不十分ではあるが、必要性についてはネガティブな意見がないことから、次回以降さらに具体的な検討を行うこととした。
◆提言とりまとめ骨子案について

委員会での議論を踏まえ、提言とりまとめ骨子案を事務局で作成することとした。各委員の意見を取捨選択し、全員の了解がえられるものを提言としてとりまとめる。
（５）第５回委員会

①開催概要

◆日時：2013年4月11日（木）13：30～17：10
◆会場：環境省近畿地方環境事務所　大会議室
　　  ＊ヒアリングのため、公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）がオブザー
バーとして参加
②委員会での議論と要点

◆提言について

提言とりまとめ素案について、意見交換がなされた。IETCの課題・問題点について、「コミュニケーションを円滑に進めて行くためのあらゆる手立てを講じて行くべき」という方向性を記述するとともに、「日本にとってIETCをホストするメリットは、国際的な要請に対する日本の貢献である」という基本的な認識を明確に書くよう意見があった。アウトリーチとして、意見交換・情報交換するフォーラムや委員会を作ること、IABの参加者とステークホルダーとの意見交換を実施することなどが提案された。

UNEPとしてのCCに関する一般的なガイドラインは定まっていないが、IETCの活動を支援するCCを設立することを前提に、CCとその他の団体・機関との連携や、steering committeeを立ち上げることなどが提案された。CCの相手を選定するプロセスは透明性を確保すべきであることから、日本国内でCCを担える組織を調査するなど整理を行うこととした。

◆IETC支援策について

大阪市、GEC、関西経済連合会及びIGESから、今後のIETC支援についてヒアリングを行った。

大阪市ほかの関西の組織からは、関西として改めてIETCの有するポテンシャルの存在を認識し、今後様々な支援を関西全体で検討していくことが表明された。大阪市・大阪府はGECを通じたIETC支援を実施してきたが、地元との意思疎通が不十分であることが課題として挙げられた。関西の各組織からは、今後の支援に関しIETCの関西における役割がますます高まっていることから、環境上適正な技術（EST）の実現に重点的に取組み、企業の海外展開を促進するため、関係者が一丸となってIETC支援を強化していくことが、以下の通り表明された。

大阪市：
―アジア地域への在阪企業の海外展開の重要性の高まりを受け、水・環境ソリューション機構を通じるなどにより支援の充実を図るとともに、IETCのノウハウを活用した在阪企業の海外展開を促進する。

―IETC支援については、事務所施設、一般管理経費の提供だけでなく、IETCに対する人的な支援についても、人材派遣に代わる同等のサポートを大阪市が直接実施するなど活動基盤の提供をこれまでどおり継続していく。
―IETCと協力して大阪市の有する総合的な行政施策のノウハウを移転することにより途上国の持続的な発展に貢献する。
―新たな枠組みとして、民間企業・団体、行政機関、大学・研究機関等と連携し、広くIETCを支援していく。
GEC：
―今後とも大阪市の支援活動に参画するとともに、独自の支援活動についても検討していく。

―IETCによるCCACの取組を継続してサポートするとともに、これまでに構築した人的ネットワークによる廃棄物パートナーシップ等の支援や日本の環境技術情報の提供を行う。
―関西の経済界による環境技術の海外展開について積極的に参画し、開発途上国へのミッション派遣等においてIETCの知見・ノウハウを活用することにより支援を進める。

関西経済連合会：

―今後、企業に対する情報発信の窓口として取組み、日本の先端技術・ノウハウと途上国政府との接点拡大を図るとともに、途上国への支援に係るIETCとの共同プロジェクトへの関西企業の参画を促進する。

IGESからは、協働・連携の可能性のある分野が例示された他、UNEPとIGESが数年前にMOUを結び、さまざまな事業展開をしていることが紹介された。
（６）第６回委員会

①開催概要

◆日時：2013年5月30日（木）13：30～16：00
◆会場：中央合同庁舎5号館19階　共用第9会議室
②委員会での議論と要点
◆提言について

委員会冒頭に、前回第5回委員会において配布された提言とりまとめ骨子案に対し、会議後にメールのやりとりを通じて、委員からコメントを受け、作成した修正案について事務局より説明があった。
以下の点について修正を要する旨の意見があり、今後必要な修正を行うこととされたが、全体のとりまとめの方向については、概ねの了解を得た。
· 「4. IETCの改善についての提言」冒頭の国際社会への貢献に関する記述を修正する。
· 「ガバナンス」の項目にIETC自身のガバナンスの改善点をより具体的に記述する。
· 「新たな支援メカニズムの構築」におけるコラボレーティングセンターの意義、設置により期待されること、設置のプロセス等に関する記述を加筆修正する。
· 「連携協力ネットワーク」に関し既存の支援組織を含む日本の各組織がIETCに積極的に関わる意義を明確にする修文を検討する。
◆今後の進め方について

座長より、本委員会における指摘事項については、それぞれ修正等の対応をするとともに、欠席の委員に事務局より説明を行い委員にメール等で送り、最終確認をとることとする旨、説明があった。

環境省からは提言とりまとめ後、予算要求に反映させること、UNEPに英訳サマリーを伝達すること、コラボレーティングセンターの設置については、公募の結果を踏まえ調整を進めること、これら一連の動向に関し随時委員に報告することについて説明があった。
３．IETCの現状と課題
行政事業レビューにおいて指摘されたIETCの問題点は、突き詰めて言えば、これまでの事業の成果が見えない、拠出金の支出による効果の検証がなされていない、ということである。

委員会では、こうした課題について、ガバナンスの問題、事業実施の問題、組織の問題、リソースの問題、コミュニケーションの問題という五つの観点から検討し、以下の通り整理を行った。

（１）ガバナンス
IETCの運営・事業実施に関するガバナンスを確保するため、IABが設置されている。しかし、参加者を招聘する旅費等のコストの負担が大きいことなどから開催が不定期であり、2006年以降開催されていなかった上、IABメンバーも毎回異なっていた。IETCでは、行政事業レビューの指摘等も踏まえ、2012年11月にIABを開催し、今後、定期的に開催する意向を示している。

一方、我が国の拠出に係る効果の検証という観点からは、我が国としてIETCに期待する役割について必ずしも明確なビジョンを示しておらず、事業の実施状況の把握や評価という点についても、個別の事業報告書を確認するにとどまっていた。

（２）事業実施
IETCは、その名が示す通り、幅広い環境技術の普及がその使命であるが、様々な経緯を経て、廃棄物管理と水管理に事業のスコープが絞りこまれた。さらに、外務省の行政事業レビューの結果、2011年には滋賀事務所が閉鎖され、主要業務は廃棄物管理のみとなり、結果として、当初期待された環境技術全般に関するセンターとしては機能していない。

UNEPとしては、人的、資金的リソースが限られ、さらにUNEP内の他部局の所管との関係もある中で、IETCの専門性を踏まえて、IETCを廃棄物管理のGlobal Centre of Excellenceとして展開させていくことを目指している。
（３）組織

IETCの組織は、2013年5月時点で職員（実員）が7人（空席、プロジェクト経費で雇用された職員、インターン等は除く）という状況であり、そのうち邦人職員は3人であるが専門職以上の日本人職員はいない。
IETCにおける職員の雇用に関しては、予算の裏付けを得て、国連ルールに従って行う必要があり、専門職員を柔軟に確保することは難しい。現在、カバーすべき事業範囲に対して専門職員の人数が不足し、多くの事業は少人数の職員の専門性に依存している状況である。

また、情報発信の面から日本人スタッフの存在は非常に重要であるが、現時点では、IETCには日本人の専門職員が不在であり、一時期派遣されていた日本人出向職員についても、国連機関の人事規則を遵守する必要などから現在は派遣されなくなっている。

　なお、センター施設は大阪市が建設し、GECを通じ無償貸与されているほか、大阪市補助金によりGECにIETC支援業務従事者が派遣されている。
さらに、当初は、我が国の環境技術を活かして国際社会に貢献することが指向されていたが、支援体制はオールジャパンであるとは言いがたく、結果的に十分ではなかった。
（４）リソース

IETCは、コアファンドに対する日本政府の拠出金、UNEP環境基金に加え、個別プロジェクト実施のための他国（イタリア、韓国、ノルウェー、スウェーデン、フランス）等からの拠出金とGEC等からの支援（inkind contribution）と協力を受けつつ運営されている。日本政府の拠出金では、少人数のスタッフによりエコタウン促進事業、E-wasteの管理等のプロジェクトを実施するための経費をカバーしうるにとどまっており、途上国等のニーズに応えて環境技術移転のための広範な活動を行うには至っていない。他国の拠出金については、個別のプロジェクトの実施のために拠出されており、資金の継続性に関して不安定な状態である。

（５）コミュニケーションとアウトリーチ
IETCにおいては、個別分野では、国内外から評価を受けている事業や、直接・間接に様々な好ましい影響を与えた事業なども展開しており、地元ではIETCを一定程度評価している。しかし、一般的な知名度が、特に国内において低く、その知名度の低さが、支援を得ることの難しさにつながっている面がある。
国内における知名度の低さの原因の一つとして、日本語による情報発信（ウェブサイト、活動報告書、出版物等）が積極的に実施されていないことが挙げられる。
また、IETCからの情報発信という面だけでなく、地元とのコミュニケーションという観点からも課題がある。IETCが大阪へ誘致されて以降、大阪市・大阪府がGECを通じたIETC支援を実施してきたが、地元を中心とする関係者とIETCとの意思疎通は十分とは言えない。
４．IETCの改善についての提言
行政事業レビューにおける「廃止も含めた抜本的改善」との指摘を受けたことについて、個々の評価者のコメントを見ると、「成果が見えない」「効果の検証が行われていない」といった指摘のほか、「国内企業の技術革新や利益への寄与という視点からの評価が必要」との意見もあった。

確かに、国際機関への支援が結果として地元企業の利益となる場合もありうるが、国際機関は国際社会への貢献を目的とするものであることを考慮すれば、国際社会に貢献し、国際的な課題の解決に力を発揮することができるようにIETCを支援し、その行為と結果をもって我が国としての第一義的な国益ととらえるべきであると本委員会は考える。すなわち、国内における利益のリターン云々を先んじて議論するのではなく、我が国の支援が国際社会に貢献し、併せて国内的にも得るものがあるという「Win-Win」の関係を目指すべきである。

こうした観点から、IETCに期待される役割としては、以下の通り整理される。

①国際社会への貢献

リオ＋20の成果や国連決議、また気候変動をはじめとした地球環境問題の深刻化など、国際社会においてUNEP強化への要請が高まる中、幅広い領域において活動が期待されるIETCを支援し、その機能を発揮させることは、我が国の環境分野における国際貢献として大きな意義がある。我が国が自らの意思でIETCを強力に誘致した過去の経緯に鑑みても、国際的なステークホルダーによる理解を醸成することなく、唐突にIETCへの拠出を廃止することは、国際的な批判の対象になりかねず、国際社会における日本の評価を低下させ、国益を損なうおそれがある。

②日本・地元への貢献

UNEPの機関をホストすることは、環境分野に関して、国際社会における我が国の発言力の強化につながるものであり、IETCが日本に立地することによって、IETCを通じて、我が国が有する環境分野の制度、技術、ノウハウを適切に世界に提供することが可能となる。また、IETCから提供される情報を受けて、当該分野における国際動向をいち早く捉えることにより日本と地元が的確な行動をとることも期待できる。
こうした意義を踏まえれば、結果的に国益を損なうこととなるIETCの拠出金の「廃止」という選択肢はとるべきでなく、IETCが上記の役割を十全に果たすことができるよう、ガバナンスの改革などIETCが抜本的な改善を図ることができるよう働きかけることが適切である。
　委員会ではIETC自体が適切に改革を推進するとともに、ホスト側の支援体制の強化・改革が必要であることから、UNEPに現存する『コラボレーティングセンター』
 （CC）という仕組みの活用も含めた各ステークホルダーとの連携・協力を通し、日本の関係者が積極的に関わっていく方向が望ましいと考え、以下の通り提言する。
（１）ガバナンスを改善する
ガバナンスに関しては、IETC自体に関するものと、我が国の拠出・支援に関するものとの二つの側面がある。まずはIETC自体のガバナンスを改善するよう、日本政府が働きかけることが必要である。
IETC自体のガバナンスの改善点としては、IETCの事業の目的とアプローチを明確にすることにあわせて、常に効果を把握し、その評価に基づく改革を自ら率先して進めることが必要であり、具体的には、以下の措置をIETCが講じるべきである。また、当提言を受けて進められる改革にIETCが積極的に関わり、事業効果の把握を積極的に推進することが期待される。
【IETC自体のガバナンスの改善点】
· 事業効果に関する対外的な透明性を向上させ、ドナーがIETCの事業評価を実施する際に必要な情報を提供する。
· IETCの活動に関しUNEP内部での評価が適切になされるよう、UNEP内と世界に向けたコミュニケーションを強化する。
· IETCがUNEPの出先機関であるだけでなく、在日本の国連機関である点に留意し、アジアと日本社会にとっても意義深い事業を展開する。
· IABを定期的に確実に開催し、ステークホルダーの意見を反映したIETCの運営を進める。IABを含むUNEPと日本の関係者とのコミュニケーションの場を確保する。
· 日本語による情報発信とアウトリーチを強化し、日本の社会とのコミュニケーションに務める。
IETC自体のガバナンスの改善とともに、日本政府の取組も不可欠である。我が国の拠出・支援に係る改善点として、以下の通り提言する。
【日本政府の拠出・支援に係る改善点】
· IETCに対し我が国として期待する事項を明確化するとともに、IETCから事業の進捗や成果、課題等について定期的に報告を求め、評価を行うとともに、その後の拠出・支援においてその評価結果を考慮して見直しをはかる。
· IETCと日本政府との定期的な協議の場を確保する。
· IETCに関わる主要な機関間の連携・協力を促進すべく、実務担当レベルの取り組みを強化する。
（２）事業実施の範囲を明確にする
本委員会はIETCの活動範囲について、長期的には当初の設立目的に沿ってより広範な環境技術分野に展開されることを期待する一方、短中期的には現実的な路線に立って廃棄物分野の焦点をあてることを勧める。すなわち、UNEPが提唱する「Global Centre of Excellence on Waste Management」 として活動を展開するという構想を支持する。

廃棄物分野については、急速な変化を遂げるアジア地域を中心とした途上国の課題に応じた廃棄物管理の強化への取組むとともに、日本政府が世界に提唱してきた各国の3R政策の展開を支援するなどの政策面での貢献をも、委員会は期待する。また、日本が保有する環境技術の途上国への展開に多くの民間企業が関心と意欲を持つ中で、廃棄物分野での日本の官民の豊富な知識、専門家、技術などを活用し移転し、他国や他の産業に適応させていくことも視野におさめることが有意義である。
また、UNFCCC第18回締約国会議においてUNEPがCTCNの運営を担うことが決定され、気候変動対策技術におけるUNEPの役割が大きくなっている。また、UNEPが事務局となっているCCACについて、日本政府として廃棄物分野でのリーダーシップをとる意志が表明され、平成25年度から日本政府（環境省）の予算が確保されている。このような中、気候変動対策と廃棄物管理の双方に関連する領域において、IETCが重要な担い手の一つとなることが期待されている。UNEPとしてIETCを廃棄物に関するGlobal Centre of Excellenceとして機能させることを意図している以上、IETCが、これら廃棄物と気候変動の相関領域の分析、調査、技術評価、技術普及、政策提案等について主導的な役割を果たすことが期待される。

本委員会は、IETCの活動のスコープについて廃棄物管理に活動の軸足を置きつつ、今後の成長分野（現在の重要な課題）と廃棄物管理の関連する領域での活動に精力的に取り組んでいくことを提案する。
具体的には、以下のような事業の中から限られたリソースをどこに集中すべきかについて、ステークホルダーのニーズを把握した上で、UNEP/IETCとして検討を行うべきである。
· これまでIETCが取り組んできた技術移転のモデル事業、マニュアルやガイドラインの作成などの活動を強化する。
· 廃棄物管理、資源管理等に関する国際的な動向を見据えて、政策分析を行い、政策ビジョンやその実行の方向性を示唆する。
· 新たな状況の発生を見越したうえでの現状の把握・総括、定期的なアセスメント報告書や優良事例集を刊行し、国際的なワークショップや政策フォーラム等を開催する。
· e-waste、都市鉱山（urban mines）などの現代的な課題、持続可能な消費と生産に関連する課題、気候変動と関連する温暖化ガス排出削減の課題等への取り組みを強化する。
· 地域特性に配慮した廃棄物管理技術を開発・実証に係るフィールドプロジェクトを実施する。
これらの課題は、現状のIETCの重要課題である統合的な廃棄物管理（Integrated solid waste management, ISWM）、廃棄物系バイオマスのエネルギー転換、e-wasteの管理、廃棄物と気候変動問題の統合管理、災害廃棄物管理といった課題への取組の延長線上で、取組むことのできる課題である。
（３）支援組織と支援の見直しと強化
IETCはUNEPの一部局であることから、IETCの組織自体については、UNEPのルールにより決定される事項である。しかしながら、IETCをホストしてきた日本政府、あるいは支援してきた地元自治体、産業界の取組を巻き込んだ支援の仕組みについては、抜本的に改める必要がある。

本委員会は、関西を中心とする既存の支援体制の強化、関係機関との連携強化、新たな支援メカニズムの構築という3点から、以下のような支援策を提言する。
A．関西を中心とする既存の支援体制の強化
委員会の場で、大阪市、GEC、関西経済連合会など関西を中心とする既存の支援組織からは、企業が行う環境技術の海外展開等にIETCが一定の役割を果たすことが地元としても期待できる部分があり、施設提供なども含めたこれまでの支援を継続するとともに、今後はさらに地元との連携・協力関係を強化していく考えが示された。

施設提供や保守点検等の地元における支援は、IETCが様々な活動を推進していく上での基盤であり、建物の老朽化やその他の社会情勢の変化等の場合にも、必要な施設が提供されることは不可欠である。

また、提言を受けてIETCが様々な支援を得ながら、引き続き活動を展開していく中で、これまでの大阪市、GECによる支援実績も活かし、IETCの活動の活性化に積極的に貢献することが期待される。今後、支援体制が強化、多様化され、全国化する中で、IETC支援のトップランナーとしての役割を果たすべきである。

　特に以下の点を中心に、他の支援組織との調整、役割分担が検討される中で、関西の各組織がこれまでの経験も活かし、関西の特長を活かした貢献をしていくことが期待される。

· 日本政府等IETCを支援する側が関西で開催するハイレベルな国際会議、ワークショップ、研修事業へのIETCの参画を支援する。
· 事業の執行をモニターし、地元の地域社会や日本、国際社会の求めるところが達成できているか等の評価に対して積極的に貢献する。
· 施設の提供を通じた支援に加え、人材、体制の充実に貢献する。
なお、コラボレーティングセンター（4.（3）Cにおいて後述）が設置される新たな局面においても、関係者の協力と協働を促進するためのネットワーク（4．（3）Bにおいて後述）の形成や運営にあたり、関西を中心とした既存の支援体制の側は、地元の関係者としてとりわけ地域社会とのコミュニケーションの媒介役（コーディネーター機能）を果たすことが期待される。
一方、これまで不十分であった地元とのコミュニケーションを改善するため、関西経済連合会等のネットワークも活かしながら、IETCの事業への企業や各種団体の参画、調査研究にあたっての学術界との協働など、新たなセクターとの連携協力も模索していくことが提案された。このような流れの中で、IETCの活動内容にあわせた支援だけでなく、むしろGEC等の主要な支援団体が、地元の側、日本の側からの各主体の知見・技術も活かした積極的なプロジェクト提案をしてIETCの活動を充実させていくことも期待できる。
このように、日本の各地域で都市レベルの環境改善に資する国際協力が推進されていくことは、IETCの事業展開にとって有益であるばかりでなく、日本の企業の海外展開を促進するものである。都市や地域がそこに培われる環境技術を通して国際連携を推進していくことは、世界の各都市で先進的に取り組まれていることであり、次世代の福利と産業を支える知識や創造性、都市成長の源泉であると判断できる。日本政府としてこれらの取組を支援することは、地方による都市レベルの国際協力のポテンシャルを高め、地域経済の活性化にもつながるものと期待される。

Ｂ．関係機関との連携強化、ネットワークの構築

IETCは、これまで良好な関係を築いてきた機関との連携を引き続き維持しつつ、以下に例示するような複数の団体間の共同事業の実施や、ネットワーク組織の構築など、さらに多くの機関との連携強化を多角的に検討することを、本委員会として提言する。
　
【日本国内の連携協力ネットワークの構築】

· オールジャパンでの支援体制を構築するため、地元以外の自治体や関係団体との連携（知見の共有、情報交換など）を図るべく、積極的なアウトリーチを模索する。ここで提案する連携協力ネットワークについては、今後その運営形態等を関係者が早期に検討し、連携協力のための安定した組織として発展することを期待する。
· 日本の社会、組織とのコミュニケーションのための定期的なミーティングを開催するなど、関係者の期待を吸い上げる仕組みを検討する。
· 連携協力ネットワークの構築により、IABに対して、日本の視点と関心をインプットする。
【国際機関等との連携強化】

· 国際協力分野で活動する機関（JICAやNEDOなど）との協力関係を強化し、推進し、革新的な課題への取組やファンドレージングにつなげる。
· アジアを中心とする他の国連機関、国際金融機関とも共同事業を実施するなど連携を強化し、国際的な評価の向上につなげる。
· 廃棄物管理や資源管理に関して、アジア地域に育ちつつある優れた研究組織や学会と協働し、相互のパフォーマンス向上につなげる。
Ｃ.　新たな支援メカニズムの構築（コラボレーティングセンターの設置）
国際環境分野における課題は、多様化しており、幅広い分野の専門性を有する人材やより大きな資金の確保が不可欠であり、現状のIETCのみでは国際社会の様々な要請に応えることが困難である。
そこで、本委員会では、既存の支援体制強化（前述4.（3）A）、関係機関との連携強化（（前述4.（3）B）に加えて、UNEPに対する既存の様々な支援形態に配慮し種々の異なる体制を検討した結果、IETCの外部にコラボレーティングセンター（以下CC）を設置することを一案として提案する。

新たにCCを設置し、IETCと専門的知見を有するCCが密接に協働し、またCCが国内外の様々なステークホルダーとの連携・協力のためのリエゾン機能を発揮することを通し、IETCが抱える組織、リソース等の課題が克服され、国際社会においてその機能を発揮することにつながると考えられる。
CCは当該団体の持つ技術、制度、ノウハウを駆使してIETCの活動を支援するために、専門的知見を有する団体内に設置される組織である。CCの活動の主眼は、IETCが実施する各種プロジェクトに必要となる専門的・技術的な知見を提供し、柔軟に事業推進上の連携、事業成果の広報およびアウトリーチを支援、協働することで、その質的な向上とインパクトの拡大を支援することにある。CCの設置には以下のメリットがある。
· 効率的・効果的にIETCのパフォーマンスが向上する。
· 国内専門機関等とのシナジーの発現により、より大きな国際的環境貢献が日本から創出され、各国政府、国際機関、非営利団体などからの外部資金の獲得力が強化される。
· 国連機関として受け入れが難しい各国や自治体から派遣される人材の受入れが可能になる。
· リエゾン機能を発揮することにより、今後期待される国内各所からの様々な形態の貢献をIETCに活かすことが可能になる。
本委員会では、上述のメリットを勘案し、IETCとCCが密接に協働していく体制とすることが、最も効率性が高く、かつ実現可能性の点から最善であるとの結論に至った。

CCが実施するプログラムや、運営の詳細については、日本政府を通じてUNEPが合意に向け調整する中で、主要な関係機関との連携・協力、役割分担にも配慮しながら、検討していくべきである。その際、CCを設置する組織の形成・選択には、以下のような点に留意することを提言する。
· 日本国内に主たる事務所を有し、その事業の公益性と継続性のある組織体制を有し、適切な管理運営の能力と実績を有する。
· 日常の業務及びそのためのコミュニケーション、外部に対する情報の提供、総務、会計事務を始めとする支援業務等組織としての全体にわたる日常の業務が日本語と英語により遂行されているなど、日本語と英語の両方を用いての業務の実施に十分な実績を有する。
· 本体の会計や財務を安定して運用することが可能であるとともに、CCに関する独立会計を運用する能力があり、既存の組織の会計とCCの会計を分離して会計管理をおこなう能力を有する。
· 廃棄物管理分野に専門的知見を有する。
· 廃棄物管理に関する環境上適切な技術の導入や日本政府が国際的に発信した３Rイニシアティブについての知見のみならず、今後、廃棄物管理分野との接点での活動を強化していくことが期待される気候変動、持続可能な消費と生産、グリーン経済等に関する専門的知見を有する。
· UNEPとの協力の実績、信頼関係を有する。
CCの設置により専門的・技術的知見がIETCに提供・流布され、IETCの活動の質的向上とインパクトの拡大が期待されるが、その際、廃棄物管理に関する国際業務を扱う企業、研究機関、大学や非営利団体等、様々な団体や専門家との交流、情報交換を促進することが意義深い。
本委員会は、IETCが実施する各種プロジェクトに必要となる専門的・技術的な知見を提供し、柔軟に事業推進上の連携、事業成果の広報およびアウトリーチを支援、協働する役割をCCに期待する。その役割の中には、これまで、日本社会の中でIETCの支援・連携を図ってきた外務省、環境省、大阪市、GEC等に加え、（前述4.（3）Bの）連携協力ネットワークについてもCCが率先的に関わることが含まれ、日本の産官学民の支援体制全体の核にCCがなることを期待する。他方で、新たに構築する支援メカニズム側と既存の支援体制側の双方が、役割分担を明確にしつつIETCの強化につなげていくことが重要であり、CCの体制を構築する中で調整を図って行く必要がある。
なお、CCを設置する団体については、本提言の内容を踏まえ、公平性、透明性の確保を前提とした公募や審査など必要なプロセスを経た上で選定することが望まれる。また、選定されたCCの組織や機能、ガバナンス等についても適切な時期に自主的な見直しと必要な改善が図られることを期待する。
（４）リソースの獲得
「4.（3）支援組織と支援の見直しと強化」までの記述の通り、支援体制の強化により、IETCは様々な支援機関、関係機関の協力を得つつ、ステークホルダーやドナーの関心を引き付けられるような良好なプロジェクトの提案を行うなど、リソースの獲得への努力が不可欠である。
今後、廃棄物管理の他、気候変動などその対応がますます重要となる分野と廃棄物管理に関連する領域での活動に精力的に取り組んでいくためには、IETC自身のリソース獲得の努力に加え、IETC単独での取組みを超え、各関係者がそれぞれのネットワーク等を活かし、各国あるいは企業、自治体等の資金、財団等の研究支援などの資金を獲得するための努力、工夫に取り組む必要がある。
人的リソースに関しても、特に、日本国内におけるコミュニケーションを強化するため、IETCに日本語の堪能なスタッフを配置することが望まれる。地元自治体、産業界、プレスなど日本の社会とのコミュニケーションの向上を目指して、定期的な情報提供、意見交換の場などを増加させ、日本語ウェブサイトの充実など、日本向けの広報活動を強化する観点からも、このスタッフの役割は重要である。さらに、IETCへの職員配置に限らず、CCはじめ、各支援組織、関係者の人的リソース面での関わりを強化する努力、工夫を期待する。
（５）コミュニケーションとアウトリーチの改善
「4.（3）支援組織と支援の見直しと強化」における支援組織の強化など、IETCへの支援が多様化、多角化することにより、日本の社会とのコミュニケーションについても改善が期待される。とりわけ、委員会においても改善を要する点として指摘の多かったIETC活動のアウトリーチについて、その評価及びIETCの改善への姿勢に対し、国民的関心が注がれ続けることに委員会として注意したい。
一般に、事業や活動に関してはビジョンを作成する必要性は言うまでもないが、その描く対象は、国際組織の設置と支援への多面的な組織や体制をつくることに留まらず、アウトリーチ評価を含めたコミュニケーションの分野にも及ぶものであり、（4）のリソースの獲得とコミュニケーションを合わせた中長期戦略とも言うべきものを関係者が検討することを期待したい。
当面の見直しにあたっても、今後、複数の関係者が関わることを考慮すると、各組織間のより一層の連携・協力が求められる。そのためには、大阪市、GEC、外務省、環境省及びCC等の主要な関係機関が、新たに関わる団体等と良好な関係を構築すべく、適切な役割分担によって、全体の調整、相互の連絡・情報交換が適切に進められる必要がある。
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� 「行政事業レビュー（国丸ごと仕分け）の実施について」（平成23年6月7日閣議決定）


＜http://www.cao.go.jp/sasshin/review/pdf/7.pdf＞


 「行政事業レビューの実施等について」（平成25年4月5日閣議決定）


＜http://www.kantei.go.jp/jp/singi/gyoukakusuisin/dai2/siryou01.pdf＞


� 評価者のコメント（全文）


　＜http://www.env.go.jp/guide/budget/spv_eff/review_h24/result_120607/comment_120607-2.pdf＞


� コラボレーティングセンターとは、UNEPの外部組織であるが、UNEPとは長期にわたる包括的な協力関係にあり、UNEPのプログラムに関連した知見を有する機関である。設置の目的は、UNEPの専門知識と経験を補完し、政策の立案や実行、科学的、技術的な専門知識を提供することによりUNEPの活動を広めることにある。UNEPはコラボレーティングセンターの設置と運営に法的責任はなく、予算についても切り離したものである。（UNEP本部への照会に対する回答文書(2013.1)より引用。なお、UNEPではCCの定義等について整理中。）






